
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
多塩素化芳香族化合物汚染物を真空加熱処理装置で処理し、発生するガス相を冷却するこ
とで回収分離される液状回収多塩素化芳香族化合物と凝縮させた水溶性液体とタール状物
質の混合物からなる蒸発物、および／または発生するガス相から多塩素化芳香族化合物を
高沸点炭化水素系溶媒に吸収させ、回収分離される多塩素化芳香族化合物を含む炭化水素
系油状物と凝縮させた水溶性液体とタール状物資の混合物からなる蒸発物を得て、これを
液－液分離して得られる液状回収多塩素化芳香族化合物および／または炭化水素系油状物
から多塩素化芳香族化合物を除去する方法において、あらかじめ該液状回収多塩素化芳香
族化合物および／または該炭化水素系油状物の蒸留による低沸点熱分解生成物の除去と、
吸着剤によるタール状物質の吸着除去からなる予備処理を行った後、多塩素化芳香族化合
物の分解処理を行うことを特徴とする前記多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項２】
多塩素化芳香族化合物の分解処理が多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理であることを特
徴とする請求項１記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項３】
多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が水素化脱塩素化反応であることを特徴とする請求
項２記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項４】
多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が金属アルコラートによる脱塩素化反応であること
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を特徴とする請求項２記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項５】
多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が金属ナトリウムによる脱塩素化処理であることを
特徴とする請求項２記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項６】
多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理がアルカリ金属水酸化物による脱塩素化反応である
ことを特徴とする請求項２記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【請求項７】
多塩素化芳香族化合物汚染物が多塩素化芳香族化合物を含んだ鉱油系電気絶縁油が充填さ
れていた変圧器あるいはその解体物、多塩素化芳香族化合物が充填されていたコンデンサ
、変圧器、蛍光灯安定器あるいはそれらの解体物である請求項１～６のいずれかに記載の
多塩素化芳香族化合物を除去する方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、環境汚染物質である多塩素化芳香族化合物、たとえば多塩素化ビフェニルを含
有する多塩素化ビフェニル汚染物からの多塩素化ビフェニルの除去方法及び分解処理方法
に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
現在、多塩素化ビフェニル汚染物から多塩素化ビフェニルを除去する方法として法律上認
められている方法としては、溶剤による洗浄方法及び真空加熱分離設備による分離方法が
ある。真空加熱分離設備により多塩素化ビフェニルに汚染された紙、木くず、合成樹脂等
から多塩素化ビフェニルを分離する場合、分離した気体状の多塩素化芳香族化合物を回収
するには、通常、冷却操作および高沸点炭化水素系溶媒を吸収液として用いたスクラバー
により液状ＰＣＢ含有蒸発物として回収されるが、その蒸発物中にはＰＣＢが回収されて
いる炭化水素系油状物とともに副生物として紙、木くず、合成樹脂等の熱分解生成物であ
る木酢液（水溶性液体）およびタール状物質も含まれている。これらは３相混合物であり
、通常の液液分離操作で分別することができる。
【０００３】
そして、ＰＣＢが回収されている炭化水素系油状物の他、前記木酢液やタール状物質にも
それぞれＰＣＢが含まれているので、それぞれＰＣＢの除去が必要となる（なお、木酢液
とタール状物質の処理方法についてはすでに特願２００２－１６２６４４として出願して
いる）。
しかしながら、前記液状回収多塩素化芳香族化合物および炭化水素系油状物中に吸収させ
て回収したＰＣＢについて、これをそのまま公知の技術、例えば、アルカリ金属ターシャ
リーブトキシドを用いた分解処理方法（特開平８－１０３５２号公報）、あるいはパラジ
ウムカーボン触媒の存在下にて水素化脱塩素化反応による分解処理方法（特開平９－１９
４４０１号公報）により分解処理を試みても効率的にＰＣＢを除去することはできない。
【０００４】
【特許文献】
【特開平８－１０３５２号公報】
【特許文献】
【特開平９－１９４４０１号公報】
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、こうした状況の下に、前記３相混合物から分離された液状回収多塩素化芳香族
化合物および／または多塩素化芳香族化合物を含む炭化水素系油状物から効率的に、規制
値以下となるまで多塩素化芳香族化合物を除去することができる方法を提供することを目
的とするものである。
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【０００６】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、鋭意検討した結果、前記の液状回収多塩素化芳香族化合物および／または
炭化水素系油状物に直接公知の多塩素化芳香族化合物の分解除去法を適用しても思わしい
成果が得られないのは、これらの液状回収多塩素化芳香族化合物および炭化水素系油状物
中には低沸点熱分解生成物やタール状物質も共存していること、しかもこれらの共存が前
記効率的除去の障害の原因をなしていることを究明した。
そして、この知見に基づき更に検討を続けた結果、本発明を完成するに至った。
【０００７】
すなわち、本発明は、
（１）多塩素化芳香族化合物汚染物を真空加熱処理装置で処理し、発生するガス相を冷却
することで回収分離される液状回収多塩素化芳香族化合物と凝縮させた水溶性液体とター
ル状物質の混合物からなる蒸発物、および／または発生するガス相から多塩素化芳香族化
合物を高沸点炭化水素系溶媒に吸収させ、分離回収される多塩素化芳香族化合物を含む炭
化水素系油状物と凝縮させた水溶性液体とタール状の混合物からなる蒸発物を得て、これ
を液－液分離して得られる液状回収多塩素化芳香族化合および／または炭化水素系油状物
から多塩素化芳香族化合物を除去する方法において、あらかじめ該液状回収多塩素化芳香
族化合物および／または該炭化水素系油状物の蒸留による低沸点熱分解生成物の除去と、
吸着剤によるタール状物質の吸着除去からなる予備処理を行った後、多塩素化芳香族化合
物の分解処理を行うことを特徴とする前記多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（２）多塩素化芳香族化合物の分解処理が多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理であるこ
とを特徴とする前記（１）記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（３）多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が水素化脱塩素化反応であることを特徴とす
る前記（２）記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（４）多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が金属アルコラートによる脱塩素化反応であ
ることを特徴とする前記（２）記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（５）多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理が金属ナトリウムによる脱塩素化処理である
ことを特徴とする前記（２）記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（６）多塩素化芳香族化合物の脱塩素化処理がアルカリ金属水酸化物による脱塩素化反応
であることを特徴とする前記（２）記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、
（７）多塩素化芳香族化合物汚染物が多塩素化芳香族化合物を含んだ鉱油系電気絶縁油が
充填されていた変圧器あるいはその解体物、多塩素化芳香族化合物が充填されていたコン
デンサ、変圧器、蛍光灯安定器あるいはそれらの解体物である前記（１）～（６）のいず
れかに記載の多塩素化芳香族化合物を除去する方法、に関する。
【０００８】
本発明において多塩素化芳香族化合物汚染物を真空加熱分離装置で処理すると分離された
多塩素化芳香族化合物とともに副生する熱分解生成物である木タールと木酢液からなるガ
ス相が発生する。このガス相を冷却して液状回収多塩素化芳香族化合物と凝縮させた水溶
性液体とタール状物質の３相混合物を得ることができる。あるいはこのガス相から多塩素
化芳香族化合物を高沸点炭化水素系溶媒により吸収するとともに冷却して、前記木酢液と
タール状物質とを凝縮させ、多塩素化芳香族化合物含む炭化水素系油状物と木酢液とター
ル状物質とからなる３相混合物を得ることができる。これらの処理は、それぞれ個別にあ
るいは両方を連続して行うことができる。こうして蒸発物から得られた３相混合物から、
通常の液－液分離操作で、回収分離多塩素化芳香族化合物液状物あるいはこれを吸収した
炭化水素系油状物と、木タールと、木酢液とを個々に回収することができる。前記高沸点
炭化水素系溶媒は、特に限定されず、鎖式または環式等の分子構造のものを広く用いるこ
とができる。本発明においては前記鎖式炭化水素としては直鎖状のものと炭素鎖に枝のあ
る分枝状のものが含まれる。炭素数ｎは、吸収溶媒として用い得る範囲のものであればよ
いが、操作上ｎ＝８以上であり、上限は、吸収工程において液状のものであればよい。こ
の中でもｎ＝１０（デカン）以上のものがより好ましい。また、流動パラフィンのような
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炭化水素系混合物を用いることもできる。
【０００９】
本発明は、こうして分離された前記液状回収多塩素化芳香族化合物および／または前記多
塩素化芳香族化合物が回収されている炭化水素系油状物から効率的に多塩素化芳香族化合
物を除去する方法に関するものであるが、その効率的除去のために、その除去に先立ち、
特定の予備処理を行うことが重要である。
【００１０】
この予備処理は、多塩素化芳香族化合物汚染物を真空加熱処理装置により処理する際に分
離される多塩素化芳香族化合物を含む蒸発物から液－液分離される前記液状回収多塩素化
芳香族化合物あるいは前記炭化水素系油状物から、それらに含まれている低沸点熱分解生
成物とタール状物質とを除去するものであり、多塩素化芳香族化合物の分解処理に先立ち
行う。これらの低沸点熱分解生成物とタール状物質は、前記多塩素化芳香族化合物汚染物
の真空加熱処理の際に発生する。
【００１１】
この予備処理は、具体的には、蒸留による低沸点熱分解生成物の除去と、吸着剤によるタ
ール状物質の除去である。これらの除去処理の順序は特に制限はないが、蒸留による低沸
点熱分解生成物の除去工程を先にする方が好ましい。
この蒸留は、蒸留圧力が７６０ｍｍＨｇから１０ｍｍＨｇで、留出温度が６０℃～２１０
℃から１０℃～１００℃の範囲で行われる。好ましくは、１００ｍｍＨｇで、留出温度が
２４℃～１２２℃の範囲で行われる。
また、吸着剤としては、活性炭等を使用することができる。
【００１２】
本発明の前記予備処理により、低沸点熱分解生成物とタール状物質が除去された炭化水素
系油状物は、次いで公知の方法を適用してそこに含まれている多塩素化芳香族化合物（代
表的にはＰＣＢ）を効率的に除去することができる。この除去方法としては、例えば、金
属アルコラート、アルカリ金属、アルカリ金属水酸化物による脱塩素化処理、アルカリ金
属ターシャリーブトキシドを用いた分解処理方法（特開平８－１０３５２号公報）、ある
いはパラジウムカーボン触媒の存在下にて水素化脱塩素化反応による分解処理方法（特開
平９－１９４４０１号公報）等がある。
【００１３】
【実施例】
以下に、本発明を実施例で説明するが、実施例は本発明の範囲を限定するものではない。
【００１４】
実施例１
ＰＣＢ汚染物（蛍光灯安定器）を真空加熱処理装置で処理し、発生したガス相から高沸点
炭化水素系溶媒（沸点範囲２７７～３９６℃、平均分子量２６４の流動パラフィン）によ
りＰＣＢを吸収させ、液－液分離操作によりＰＣＢを吸収した炭化水素系油状物１５００
ｇを得た。これをガラス製蒸留試験器で１００ｍｍＨｇの減圧条件下で蒸留を行い、２４
～１２２℃の留出分４１．３ｇと蒸留残査１４５７．０ｇに分離した。
【００１５】
次いで、ガラス製ビーカーに蒸留残査１４００ｇおよび７．０ｇの粉末活性炭を加え、攪
拌機を設置し、３０分攪拌混合した後、ろ過操作により活性炭と蒸留残査を分離した。
活性炭処理後の蒸留残査の１ｇを採取し、これをｎ－ヘキサンで１０ｍｌとし、フロリジ
ル／シリカゲル二層カラムでクリンナップした後、ＥＣＤ検出器付ガスクロマトグラフで
定量分析を行った。
分析の結果、活性炭処理後の蒸留残査中のＰＣＢ濃度は１６００ｍｇ／ｋｇであった。
【００１６】
還流冷却器を備えたセパラブルフラスコに蒸留残査１２００ｇ、パラジウムカーボン触媒
６．０ｇを加え、水素１２００ｍｌ／ｍｉｎの通気速度にて、反応温度２６０℃で３時間
ＰＣＢ分解反応を行った。
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ＰＣＢ分解反応後の反応混合物をろ過処理で活性炭を除去し、この１ｇを採取し、これを
ｎ－ヘキサンで１０ｍｌとし、フロリジル／シリカゲル二層カラムでクリンナップした後
、ＥＣＤ検出器付ガスクロマトグラフで定量分析を行った。分析の結果、ＰＣＢ分解処理
後の反応混合物中のＰＣＢ濃度は０．０６３ｍｇ／ｋｇ以下であった。
【００１７】
比較例
還流冷却器を備えたセパラブルフラスコに、実施例１と同様にして得られたＰＣＢを含む
炭化水素系油状物１２００ｇを、本発明の予備処理をせずに、そのままパラジウムカーボ
ン触媒６．０ｇを加え、水素１２００ｍｌ／ｍｉｎの通気速度にて、反応温度２６０℃で
３時間ＰＣＢ分解反応を行った。
ＰＣＢ分解反応後の反応混合物をろ過処理でパラジウムカーボン触媒を除去し、この１ｇ
を採取し、これをｎ－ヘキサンで１０ｍｌとし、フロリジル／シリカゲル二層カラムでク
リンナップした後、ＥＣＤ検出器付ガスクロマトグラフで定量分析を行った。分析の結果
ＰＣＢ分解反応後の反応混合物中のＰＣＢ濃度は２３ｍｇ／ｋｇであった。このＰＣＢ濃
度は、基準値である０．５ｍｇ／ｋｇを大幅に超えているので、この処理物をこのまま廃
棄することはできない。。
【００１８】
【発明の効果】
以上述べた通り、特定の予備処理を含む本発明によれば、環境汚染物質である多塩素化芳
香族化合物で汚染された汚染物から同化合物を除去するに当たり、汚染物を真空加熱処理
装置で処理して発生させた多塩素化芳香族化合物を含むガス相を冷却して分離回収した液
状多塩素化芳香族化合物および／または高沸点炭化水素系溶媒に吸収させた炭化水素系油
状物から、効率よく該多塩素化芳香族化合物を分解除去することができる。したがって、
本発明は、該環境汚染物質の浄化に大いに寄与することができる。
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